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持続可能な社会の構築に向けて，これからのライフスタイルを考える
～省エネルギー行動研究の最先端から～

東京ガス株式会社　三神 彩子

シリーズ

1．はじめに

　持続可能な社会とは，将来の世代の必要とするものを
損なうことなく，現在の世代の欲求も満足させるような
持続可能な開発が行われる社会を指す．₂₀₁₅年 ₉ 月の国
連総会で，「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択され，
₁₇のゴールが設定された（図 ₁）．これは，人間活動に伴
う地球環境の悪化等，気候変動を始めとしたグローバル
な問題の解決には，先進国・開発途上国が共に取り組む
ことが重要であるという認識が共有された結果である．
中でも気候変動は各国に共通した課題であり，足並みを
そろえて取り組むことが求められている．
　₂₀₁₆年に発効したパリ協定で，世界は脱炭素社会を目
指し，その一歩を踏み出した．我が国では，中間目標と
して₂₀₃₀年度に₂₆％（₂₀₁₃年度比）の温室効果ガスの排

出削減，₂₀₅₀年までに₈₀％の排出削減を目指すこととし
ている（表 ₁）．しかしこの取り組みを達成するために
は，家庭部門において，₂₀₁₃年度と比べ約₄₀％減という
大幅な削減が求められている．
　これらの世界情勢の中，一方で個々人を取り巻く環境
も大きく変化している．例えば，ソーシャルネットワー
キングサービス（SNS）に代表される情報通信技術
（ICT）の発展は，スマートフォンの普及を通して我々の
生活を変えつつある．加えて，IoT（モノのインターネッ
ト）やビッグデータ，AI（人工知能）等の発展は，今後，
社会の仕組み自体を大きく変えていくこととなるだろう．
さらに我が国では，少子化・高齢化に伴い，これまでと
は大きく人口構成が異なってきている（図 ₂）．まさに，
これからの時代をどう生きていくのか，私たちは何を選
択していく必要があるのかが大きく問われている．
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図 1 ．SDGs に示された17の目標



　これからのライフスタイルを考える際に忘れてならな
いのは，何のための取り組みなのかという点である．持
続可能な社会を作ることはすなわち，「生涯にわたり，健
康で，心豊かな，充実した生活を送る」ためである．そ
のためにも，快適で安全な，健康や地球環境に配慮した
生活とそれを支える地域社会を目指すことが重要であり，
我々個々人の生活に密着した家政学の知見を活かした取
り組みとしていく必要がある．

2．これまでの省エネルギーの取り組み

　₁₉₇₀年代までの高度経済成長期には，エネルギー使用
量は高い伸び率を示してきたが，₁₉₇₀年代の二度の石油
ショックを契機に，製造業を中心に省エネルギー化が進

んだことから，量的には産業用部門の割合が多いものの
増加率は低く抑えられている（図 ₃）．全体量としては，
₂₀₀₀年代半ばをピークに最終エネルギー消費は減少傾向
になっている一方，運輸部門・家庭部門・業務他部門で
はエネルギー消費が増加している．部門別に見ると，
₁₉₇₃年度から₂₀₁₅年度までの伸びは，企業・事業所他部
門が₁.₀倍（産業部門₀.₈倍，業務他部門₂.₄倍），家庭部
門が₁.₉倍，運輸部門が₁.₇倍となっている．₂₀₁₁年度の
東日本大震災を境に，節電意識が高まってきたものの，
家庭部門・運輸部門ではエネルギー利用機器や自動車等
の普及が進み大きく増加している．全体の約₉₃％（₂₀₁₅
年）を化石燃料に依存している我が国では，エネルギー
使用量の増加はすなわち，二酸化炭素排出量の増加につ
ながる．家庭からの二酸化炭素排出量（図 ₄）からも，
パリ協定で提示した家庭部門の約₄₀％の二酸化炭素削減
がどれだけ大変な目標値かということが分かるであろう．
　一方，我が国では半世紀以上に渡り省エネルギー推進
の努力が行われてきており，世界最高水準のエネルギー
効率とそれを支える高いエネルギー管理のノウハウを有
している．しかし，これまで新築住宅を中心に建築物の
省エネ基準が強化されるなどハード面での省エネ推進の
法整備は着実に進んできている一方，居住者及び人に焦
点を当てた研究調査が行われてこなかった．このような
中，同様に住宅や建築物の省エネ基準を強化してきた欧
米各国で最近注目されているのが，住民等のエネルギー
利用に関する行動科学，省エネ誘導のための行動変容の
研究である．

表 1 ．パリ協定に伴う温室効果ガス削減目標

₂₀₁₃年度
CO₂ 排出量
（百万 t）

₂₀₃₀年度
CO₂ 排出量目安
（百万 t）

₂₀₁₃年度比
削減目標
（％）

エネルギー起源 ₁,₂₃₅ ₉₂₇ ₂₅

産業部門 ₄₂₉ ₄₀₁ ₇

業務その他部門 ₂₇₉ ₁₆₈ ₄₀

家庭部門 ₂₀₁ ₁₂₂ ₄₀

運輸部門 ₂₂₅ ₁₆₃ ₂₈

エネルギー転換部門 ₁₀₁ ₇₃ ₂₈

出典：環境省地球温暖化対策推進本部決定「日本の約束草
案」より作成

図 2 ．年齢 3 区分別人口の推移（中位推計）

出典：厚生労働省「構成統計要覧（平成₂₈年度）」資料（国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口，平成₂₄年 ₁月推計」の中位推計）より作成



3．省エネルギー行動研究とは

　省エネルギー行動研究とは，エネルギー需給問題の改
善及び低炭素社会，脱炭素社会実現に寄与することを目
的とし，人間の行動に注目し，行動科学や行動経済学の
手法を用いて，省エネルギー行動を促進するための手立
て及び省エネルギー行動を分析・定量化するものである．
　昨今世界的にも注目を集めている研究分野で，欧米で
は₁₉₈₀年代から，日本でも₂₀₁₄年度から研究会が立ち上
がっている（表 ₂）．
　筆者も立ち上げに携わった BECC JAPANは，米国
BECCを手本にし，連携関係にある日本初の会議体であ

る．BECC とは，Behavior，Energy & Climate Change 

Conference（行動，エネルギー＆気候変動会議）の略で
あり，Behavior（行動）が含まれることがこれまでの会
議体との大きな違いである．本研究会議体の目的は，個
人・組織の行動及び意志決定について理解し，省エネル
ギーで低炭素な社会への移行を推進し，省エネルギー行
動研究の知見を活用することにある．BECCは₂₀₀₇年か
ら米国で開催されており，今年で₁₂年目を迎える．毎年
₇₀₀名程度が，新たな研究結果の共有や，革新的な政策・
制度戦略の議論のために参加しており，学術だけに偏ら
ず，産官学連携した研究会議体であることも特徴である．
　日本で BECC JAPANが立ち上がったのは₂₀₁₄年であ
るが，その背景として下記（₁）から（₄）が挙げられる．
（₁） 我が国は，世界最高水準のエネルギー効率とエネル

ギー管理のノウハウを有しているが，人間の行動や
意志決定に着目した政策や調査研究は取り組みが遅
れている．

（₂） 欧米各国では，省エネルギー促進のための人間の行
動に関する研究成果が省エネルギー政策や施策の立
案・改善に反映されつつある．

（₃） 既築における省エネルギー推進は機器更新と合わせ，
今後初期投資のかからない行動変容が中心になって
くることが想定される．

図 4 ．家庭からの二酸化炭素排出量（2015年）

出典： 温室効果ガスインベントリオフィス
 全国地球温暖化防止活動推進センター

表 2 ．代表的な省エネ行動研究会議体

設立年 名称

₁₉₈₀年 ACEEE（米国エネルギー効率経済協議会）

₁₉₉₃年 ECEEE（欧州エネルギー効率経済協議会）

₂₀₀₇年 BECC（米国行動・エネルギー＆気候変動会議）

₂₀₁₃年 BEHAVE（欧州行動・エネルギー効率会議）

₂₀₁₄年 BECC JAPAN（日本 気候変動・省エネルギー行動会議）

図 3 ．最終エネルギー消費と実質 GDP の推移

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書₂₀₁₇」より作成
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（₄） 東日本大震災の教訓を踏まえ，エネルギー供給体制
の強靭化及び安定供給を図るため，エネルギー需給
バランスの問題が重要課題となっている．

　これらを受け，省エネルギー行動研究の普及促進なら
びに啓発に取り組み，エネルギー利用の高効率化と地球
環境保全寄与に資することを目的としてBECC JAPANは
設立され，省エネルギー行動研究に関する国内外の最新
の知見を共有し，米国 BECCと連携し，今年で ₅年目を
迎える（表 ₃）．

4．行動科学の知見

　₂₀₁₇年にシカゴ大学のリチャード・セイラー博士が
ノーベル経済学賞を受賞したのは記憶に新しい．ナッジ
（nudge）理論を提唱し，行動経済学の発展に寄与した功
績から受賞となった．
　ナッジとは，「ひじで軽く突く，そっと後押しする」と
いう意味で，行動経済学では，選択肢の設計や初期設定
を変えたり，気付きを与え，人々が自発的に望ましい行
動を選択するよう促す仕掛けや手法を示す用語として使
われている．ポイントとしては，これまでの施策のよう
に規制するのではなく，個々人の選択の自由を尊重し，
選択を禁じたり，経済的なインセンティブ（動機付け）
を変えずに，行動を変える方策だという点である．
　このナッジの手法は省エネルギー施策，年金や医療・
教育といった社会制度の設計にも応用が可能であり，欧
米では国を挙げた導入が進められている．英国では₂₀₁₀
年に「ナッジ・ユニット」を立ち上げ，公共サービスの
改善等に取り組んできた．また，米国では₂₀₁₅年に行動
科学の知見を温室効果ガス削減や健康促進等に役立てる
ための大統領令が交付されている．
　ナッジにはいくつかの手法があるが，最も有名な成功
事例として紹介されるのが，アムステルダムの空港の男
子トイレの小便器の内側のハエの絵である．この結果，
清掃費が ₈割も減少したのである．
　また，我々が日常的に目にしているスーパーやレスト

ランでの「今日のおすすめ」「人気・売れ筋 No.₁」等と
いった表現（図 ₅）も，実は複雑な選択肢をわかりやす
く提示し，特定の選択肢に導く手法の ₁つである．この
ようにたくさんある選択肢を構造化することで，数ある
メニューの中から選びやすくなるだけでなく，店舗側と
しては，販売したいものを顧客の心理に働きかけること
ができる．
　米国の施策の中で家政学にもなじみ深い事例に，食事
バランスのリテラシーを向上させるために農務省にて作
られていたフードピラミッドがある．これをナッジの手
法を用い誰もが見てすぐに理解でき，自然と正しい食事
バランスが考えられるよう改善されたのが「フードプ
レート」である（図 ₆）．

5．省エネルギー行動に行動科学の知見を活用する試み

　省エネルギーに関し実際に欧米で大規模に導入されて
いる事例に，行動科学の知見を活かしたホームエネル
ギーレポートがある．ホームエネルギーレポートとは，
各家庭のエネルギー量を可視化させる仕組みである．例
えば，省エネルギーに取り組まないことの損失額等を明
らかにすることは行動のインセンティブにつながる．ま
た，近隣の家庭との比較を見せることは，競争心から行
動を促す効果（フィードバック）等につながる．通常，

表 3 ．BECC JAPAN 2018 概要

名称 BECC JAPAN ₂₀₁₈
（気候変動・省エネルギー行動会議　呼称：ベックジャパン₂₀₁₈）

期間
₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日（木） 本会議・交流会

₂₀₁₈年 ₈ 月₂₄日（金） 施設見学会（柏の葉スマートタウン）

会場
₂₃日 本会議・交流会 一橋大学一橋講堂（東京都千代田区一ツ橋）

₂₄日 施設見学会 柏の葉スマートタウン（千葉県柏市）

定員
₂₃日 本会議 ₂₅₀名程度

₂₄日 施設見学会 ₃₈名

参加申込 ホームページ（http://seeb.jp/）より

図 5 ．身の回りでよくみられるナッジの手法イメージ（筆者
作成）



省エネルギー技術の開発には多額の資金や年月が必要と
なるが，レポート ₁枚という省コストで短期間での削減
が可能であることから期待が高まっている．
　日本でも₂₀₁₅年に経済産業省資源エネルギー庁の事業
として「平成₂₇年度エネルギー使用合理化促進基盤整備
事業（エネルギー使用状況等の情報提供による家庭の省
エネルギー行動変容促進効果に関する調査）」が，（株）
住環境計画研究所，オーパワージャパン（株），北陸電力
（株）との共同で実施されている．この調査では，北陸地
域の一般家庭 ₂万世帯（送付世帯）にビッグデータ解析
と行動科学を応用して作成したレポートを送付してエネ
ルギー使用状況等の情報提供を行い，レポートを送付し
ない ₂万世帯（比較対照世帯）と比較している．その結
果，レポート送付から₂ヶ月後で₁.₂％の省エネルギー効
果が得られており，これは諸外国の類似事業の早期段階
と比べても同等以上の高い効果で，送付を継続すること
で₁.₅～₂.₀％程度の省エネルギー効果が期待される．ま
た，よく似た家庭との電力消費量の比較が行動変容を促
進し，レポート送付世帯の ₈割が受領を認知し，その内

図 6 ．USDA（米国農務省）の食事バランスガイド
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₉ 割がレポートを閲覧しており，省エネルギー行動の実
施頻度と意識の向上を確認している．特に，よく似た家
庭（同じ契約容量・料金メニューで近隣に居住）より電
気を多く使用していることを示された世帯ほどレポート
に強く反応したという点は非常に興味深い．
　他にも，デフォルト（初期設定）を選択して欲しい内
容に最初から設定しておく手法がある．変更の煩雑さか
ら，初期設定のまま使い続ける人は多い．この考え方を
導入すれば，機器販売時に省エネルギーモードがデフォ
ルトになっていればそのまま使い続ける人が多くなると
考えられる．残念ながら日本では利便性や快適性が重視
された初期設定になっていることが多いため，今後の取
り組みが期待される．
　他にも，気付きを与えるという意味では，DOE（米
国エネルギー省）の「Better Buildings CHALLENGE 

SWAP」という取り組みも興味深い．第₁回目としてヒル
トンホテルとホールフーズ（スーパーマーケット）のそ
れぞれの担当者をお互いの建屋に派遣し評価しあい，無
駄に気付かせることにつながった．この取り組みはその
後，米国海軍士官学校と米空軍士官学校，ボストン市と
アトランタ市といったように企業や団体・自治体への取
り組みとして実施が続いており，競争の原理も働き効果
を上げている．コンサルティングとは違い，気付きから
自主的に改善を促すという意味での枠組みとしての今後
の応用を期待したい．

6．日本版ナッジ・ユニット

　日本でも政策での導入検討が始まっている．環境省は
₂₀₁₇年 ₄ 月に「日本版ナッジ・ユニット」を発足させて
おり，実際に「低炭素型の行動変容を促す情報発信
（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業」が始
まっている．この事業には， ₄グループが参加し，₂₀₂₁
年度までの ₅年間で，ナッジ等の行動科学の知見を活用
して省エネルギーを進める実証としてスタートした．例
えば，日本オラクル（株）等のグループでは，全国規模
で前述のホームエネルギーレポートの効果を定量化する
検証を行っている．
　筆者も本事業内の取り組みに参加している．具体的に
は，「学校教育における省エネルギー教育プログラムの開
発・実証」として₂₀₁₇年度より取り組んでおり，学校教
育の現場に容易に導入できる省エネルギー教育プログラ
ムの開発・実証と自律的に普及するための体制の検討を
行うこととしている．
　教育においては，問題認識，課題発見をもとに，自ら
が気付き，知識・技能の伝授により自ら実践するという
取り組みが従来から行われているものの，本実証では，
さらにそこに最新の行動科学の知見を盛り込み，その効



果を定性的評価だけでなく，定量的に評価していくこと
としている．
　これまでに筆者らの研究グループでは，環境問題に無
関心な層に対して教育を行っても行動変容を得られない
ことを確認しており，環境リテラシーを上げるためにも，
まずは社会規範として省エネルギーの重要性を誰もが理
解することが重要だと考えている．また，これまでの環
境教育に関する実証との大きな違いは，「学校教育で省エ
ネルギーを学ぶことが家庭での省エネルギー行動にどう
影響するか」を定量化する点である．具体的には電気，
ガス，水道のメータ値を記録し，教育前後で比較するこ
とで，自分の行動を数字で確認することができる．
　₂₀₁₇年 ₃ 月に改訂された新学習指導要領（小学校・中
学校）においても，子供たちが未来社会を切り拓くため
の資質・能力の育成が大きな論点となり，中でも，一人
ひとりが持続可能な社会の担い手として，その多様性を
原動力とし，質的な豊かさを伴った個人と社会の成長に
つながる新たな価値を生み出していくことの必要性が明
記されている．本実証は我が国においても画期的な取り
組みであり，今後の環境教育の在り方を検討する上での重
要な位置付けとなることが期待されている．₂₀₁₇年度から
₅か年の実証を予定しており，今年度は中学校，高等学校
を対象としているが，₂₀₁₉年度以降は小，中，高等学校を
対象とした実証がスタートする予定である．関心をお持ち
の先生方がいらっしゃればぜひ参画いただきたい．

7．まとめ

　省エネルギー行動はライフステージを通して取り組む
必要があり，それぞれのステージに応じた提案が必要と
なる．さらに，これらを社会全体へ浸透させ，社会規範
まで加速化して高めていくことが重要である．そのため
には，国や社会全体の取り組みに加え，個々人の取り組
みへの教育・サポートが必要不可欠である．
　社会全体（ハード面）での取り組みとしては，デフォ
ルト（初期設定）で自然に環境配慮型の暮らしができる
ような仕組み作りが急務だと考える．例えば，国として
も様々な取り組みを推進しており，ZEH（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ハウス）の推進もその一つである．
ZEHは，「家の断熱性能等の向上と高効率な設備システ
ムの導入により，室内環境の質は維持しつつも省エネル
ギーを実現し，さらに，再生可能エネルギーの導入で，
その家の年間のエネルギー消費量の収支をゼロにするこ
とを目指した住宅」である．この推進によって家自体の
省エネルギー化が進むことが期待される．
　個々人の取り組みとしては，環境に配慮したエネル
ギー，省エネルギー性能の高い住居や機器を選択し，一
つでも多くの行動を取り組むことが重要である．しかし，

個々人の意識の土台に省エネルギーの必要性の認識・理
解がないとライフスタイルは変わっていかない．私自身，
省エネルギー行動に関し，主に食生活と住生活における
研究調査に長く携わってきたが，社会全体としての流れ
が持続可能な社会や脱炭素社会へと大きく舵を取り始め
る一方，まだまだ個人の危機意識は低いと感じている．
そのためにもクールビズでのネクタイを外す取り組みの
ような，わかりやすい，且つ負担とならない行動に関す
る情報発信が求められている．この点に留意し，これか
らも省エネルギーに暮らしつつ幸せに生きるための生活
に根差した知恵を発信していきたい．授業や講演会等で
いつも「 ₁人の₁₀₀歩より，₁₀₀人の一歩」という話をし
ている．私の₁₀₀歩の次は₁₀₁歩だが，₁₀₀人の ₁歩の次の
₁歩は₂₀₀歩となる．まさに今私たちはどんなライフスタ
イルを選ぶのかが試されている．
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